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国民健康保険・後期高齢者医療制度のお知らせ

【問い合わせ先】本庁・保険年金課国民健康保険係（内線1132）
　　　　　　　  牛深支所・市民福祉課保険年金係、その他の支所・総務市民課市民生活係

【問い合わせ先】本庁・保険年金課医療係（内線1135）
　　　　　　　  牛深支所・市民福祉課保険年金係、その他の支所・総務市民課市民生活係

後期高齢者医療制度のお知らせ後期高齢者医療制度のお知らせ

国民健康保険のお知らせ国民健康保険のお知らせ ■
70
歳
未
満
の
国
民
健
康
保
険
加

入
者

　

70
歳
未
満
で
国
民
健
康
保
険
に

加
入
し
て
い
る
人
の
入
院
時
の
医

療
費
は
、
医
療
機
関
に
自
己
負
担

分
の
全
額
を
支
払
い
、
そ
の
額
が

自
己
負
担
限
度
額
（
別
表
１
）
を

越
え
た
と
き
は
、超
え
た
分
が「
高

額
医
療
費
」
と
し
て
後
か
ら
払
い

戻
さ
れ
て
い
ま
す
。
し
か
し
、
事

前
に
申
請
し
て
「
限
度
額
適
用
認

定
」
を
受
け
る
と
、
支
払
う
医
療

費
の
額
が
自
己
負
担
限
度
額
ま
で

と
な
り
ま
す
。

　

ま
た
、
入
院
時
の
食
事
代
は
一

食
当
た
り
２
６
０
円
と
な
っ
て
い

ま
す
が
、
住
民
税
非
課
税
世
帯
の

人
は
事
前
に
申
請
を
す
る
と
食
事

代
が
別
表
２
の
と
お
り
減
額
さ
れ

ま
す
。

■
70
歳
以
上
の
国
民
健
康
保
険

（
高
齢
受
給
者
）
と
後
期
高
齢

者
医
療
制
度
加
入
者

　

70
歳
以
上
で
国
民
健
康
保
険
に

加
入
し
て
い
る
人（
高
齢
受
給
者
）

と
、
75
歳
以
上
で
後
期
高
齢
者
医

療
制
度
に
加
入
し
て
い
る
人
（
65

〜
74
歳
で
一
定
の
障
が
い
認
定
を

受
け
て
い
る
人
を
含
む
）
の
入
院

時
の
食
事
代
と
医
療
費
の
自
己
負

担
限
度
額
は
、
別
表
２
・
３
の
と

お
り
で
す
。
た
だ
し
、
住
民
税
非

課
税
世
帯
の
人
は
事
前
に
申
請
し

て
「
限
度
額
適
用
・
標
準
負
担
額

減
額
認
定
」
を
受
け
な
い
と
、
食

事
代
と
医
療
費
の
自
己
負
担
限
度

額
が
そ
れ
ぞ
れ
住
民
税
課
税
世
帯

の
額
と
な
り
ま
す
。

〔
申
請
方
法
〕

　

い
ず
れ
も
入
院
す
る
前
に
本

庁
・
保
険
年
金
課
ま
た
は
牛
深
支

所
・
市
民
福
祉
課
、
そ
の
他
の
支

所
・
総
務
市
民
課
で
申
請
し
て
く

だ
さ
い
。
ま
た
、
す
で
に
認
定
を

受
け
て
い
る
人
も
７
月
31
日
㊐
で

有
効
期
限
が
切
れ
ま
す
の
で
、
８

月
中
に
同
課
で
再
度
申
請
し
て
く

だ
さ
い
。
た
だ
し
、
後
期
高
齢
者

医
療
制
度
に
加
入
し
、
す
で
に
限

度
額
適
用
・
標
準
負
担
額
減
額
認

定
証
の
交
付
を
受
け
、
引
き
続
き

該
当
す
る
人
は
、
再
度
申
請
す
る

必
要
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　

な
お
、
申
請
の
際
は
国
民
健
康

保
険
ま
た
は
後
期
高
齢
者
医
療
制

度
の
保
険
証
、
限
度
額
適
用
・
標

準
負
担
額
減
額
認
定
証
（
持
っ
て

い
る
人
の
み
）、
印
か
ん
を
持
参

し
て
く
だ
さ
い
。

※
減
額
の
認
定
は
い
ず
れ
も
申
請

し
た
月
の
初
日
に
な
り
ま
す
。

入
院
し
た
翌
月
に
申
請
し
た
場

合
、
高
額
医
療
費
は
さ
か
の
ぼ

っ
て
払
い
戻
し
を
受
け
る
こ
と

が
で
き
ま
す
が
、
食
事
代
は
払

い
戻
し
が
受
け
ら
れ
ま
せ
ん
の

で
、
入
院
す
る
こ
と
が
わ
か
っ

た
ら
、
早
め
に
申
請
し
て
く
だ

さ
い
。 

※
詳
細
は
本
庁
・
保
険
年
金
課
国

民
健
康
保
険
係
（
内
線
１
１
３

１
〜
１
１
３
５
）
ま
た
は
牛
深

支
所
・
市
民
福
祉
課
保
険
年
金

係
、
そ
の
他
支
所
・
総
務
市
民

課
市
民
生
活
係
へ
お
尋
ね
を
。

　８月１日から、国民健康保険の被保険者証（一般・
退職）が新しいものに変わります。新しい保険証を簡
易書留で郵送しますので、古い保険証は細かく切るな
どして処分してください。
　保険証の色は、一般が黄色、退職が水色です。なお、
70～ 74歳の被保険者の人は所得に応じて負担割合
（１割・３割）が変更になる場合があるのでご確認く
ださい。なお、１割の場合保険証の表示は２割（平成
24年３月31日までは１割）となっています。
　保険証の有効期限はいずれも来年７月31日まで。
ただし、①退職被保険者で来年７月１日までに65歳に
なる人は、誕生月の月末まで（ただし、１日生まれの
人は誕生日の前日まで）②来年７月31日までに70歳に
なる人は、誕生日の月末まで（ただし、１日生まれの
人は誕生日の前日まで）③来年７月31日までに75歳に
なる人は、誕生日から後期高齢者医療制度対象となる
ため、誕生日の前日までとなります。なお、平成22
年度以前の保険税を、特別な理由もなく滞納している
人には、有効期限が４カ月と短くなる「短期保険証」や、
病院にかかったときに医療費がいったん全額自己負担
となる「資格証明書」を交付します。対象者には、７
月末日までにお知らせします。

　70歳未満の国民健康保険加入者で、
特定疾病の認定を受けている人に交付
している「特定疾病療養受療証」の有
効期限は、７月31日までとなってい
ます。
　対象者には申請書を送付しますの
で、期限日の同29日㊎までに本庁・
保険年金課または牛深支所・市民福祉
課、その他の支所・総務市民課で更新
の申請をしてください。なお、古い受
療証は細かく切るなどして処分してく
ださい。

現役並み所得者
〔課税所得145万円以上〕
住民税課税世帯

住民税非課税世帯

住民税非課税世帯で、年金や農業など
の所得がそれぞれ０円となる世帯の人

□自己負担限度額（月額）※70歳以上　　　　　 別表３

□食事代（１食あたり）　　　　　　　　　　　  別表２

260円

210円

160円

100円

過去12カ月の入院日数
が90日までの場合
過去12カ月の入院日数
が90日を超える場合

住民税
非課税世帯

住民税非課税世帯で、年金や農業などの
所得がそれぞれ０円となる世帯の人(高齢
受給者・後期高齢者医療制度加入者のみ)

住民税課税世帯

□自己負担限度額（月額）※70歳未満　　　　　  別表１

150,000円（83,400円）

80,100円（44,400円）

35,400円（24,600円）

上位所得者

　一　般
住民税
課税世帯

住民税非課税世帯

80,100円
（44,400円）
44,400円

24,600円

15,000円

注１：上位所得者…基礎控除後の総所得金額が600万円を超える世帯。
注２：医療費が500,000円を超えたときは、超えた分の１％を加算。
注３：医療費が267,000円を超えたときは、超えた分の１％を加算。
※（　）内の額は、過去12カ月以内に同じ世帯で４回以上の
高額療養費の支給を受けたときの４回目以降の額。

注４：医療費が267,000円を超えたときは、超えた分の１％
を加算。
※（　）内の額は、過去12カ月以内に同じ世帯で４回以上の
高額療養費の支給を受けたときの４回目以降の額。

注2

注3

注1

注4

　現在お持ちの後期高齢者医療被保険者証（オレ
ンジ色）の有効期限は、７月31日までとなってい
ます。新しい保険証（水色）は、７月中に簡易書
留で郵送しますので、８月１日からは新しい保険
証をご使用ください。
　なお、新しい保険証（水色）に記載してある一
部負担金の割合は、平成23年度の住民税の課税
所得をもとに判定しています。
　また、現在お持ちの保険証（オ
レンジ色）は８月１日以降に細
かく切るなどして処分してくだ
さい。

　限度額適用・標準負担額減額認定証（オレ
ンジ色）をすでに交付されている人は、７月
31日で期限切れとなり更新が必要となりま
すが、８月１日からも引き続き該当する人に
は、新しい認定証（水色）を保険証といっし
ょに郵送します。
　なお、入院中または入院予定の人で、認定
証の交付を受けていない人は、本庁・保険年
金課または牛深支所・市民福祉課、その他の
支所・総務市民課へご相談ください（※ただ
し、世帯の全員が住民税非課税の人が対象と
なります）。

国民健康保険証が新しく変わります！

後期高齢者医療被保険者証の
　　　　　　　　　　更新のお知らせ！

特定疾病療養受療証の　　
更新申請を！

限度額適用・
       標準負担額減額認定証の
             更新および申請について！
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